
製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事

1. 建物概要

工事名称

工事場所

主要用途

階数

建物高さ

工事種別

増築計画

構造種別

Ｘ方向

Ｙ方向
架構形式

耐震構造方式

地上　１　　階 地下　　　階 塔屋　　　階

延べ面積 m2

軒高

・ 新築 ・ 増築 ・ 改築

・ 有り

地上　　　 木      　　　造 地下　     ー  　　　造

構造

構造

・ 耐震構造

1. 共通仕様

図面及び特記仕様書に記載されていない事項は、すべて国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築工事標準

2. 特記仕様

(1)項目は、番号に　  印の付いたものを適用する。

(2)特記事項は、 ・ 印の付いたものを適用する。

・ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。

・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。

(3)特記事項に記載の(　　　)内表示番号は、「標仕」の当該項目、当該図又は当該表を示す。

章

を採用できる工法

章

を採用できる工法

Ｇ

章

章

Ⅰ．建物概要等

Ⅱ　建築工事仕様(構造関係)

材料

1  支持力又は支持地盤

の確認

支持地盤の位置及び種類

・ 杭基礎（基礎ぐいの先端の位置含む）

・ 直接基礎(基礎底部の位置含む)

・ 試験堀（　　　）本　位置及び試験堀長さは構造図（　　　）による。

試験

杭の載荷試験

・ 行わない

地盤の載荷試験(平板載荷試験)

・ 行わない

(3.2.1)

(4.2.3)(4.2.5)

(4.2.4)(4.2.5)

２ 既製コンクリート杭

地業

種類等

・ 遠心力高強度プレストレストコンクリート杭(PHC杭)

・ プレストレスト鉄筋コンクリート杭(PRC杭)

・ 外殻鋼管付きコンクリート杭(SC杭)

・

SC杭の鋼管材料（・ SKK400　　・ SKK490　　・　　　　　　）

寸法、継手、性能等　

試験杭

本杭

上杭

中杭

下杭

上杭

中杭

下杭

符号
杭径

(mm)

杭長(m)及び種類等

種類 杭長(m)
本数

コンクリート 長期設計支

持力(kN/本)
備 考

試験杭

試験杭の位置、本数及び寸法　　

・ 構造図(　　　　　　)による 

杭先端部形状　　

・ 開放形　　・ 半開放形　　・ 閉そく形

施工方法

(4.2.2)

(4.3.3～4.3.5)

・ 打込み工法(・ 油圧ハンマー　　・ ディーゼルハンマー)

プレボーリングの併用　　

打込杭推定支持力の算定　　

・ 行わない

・ 行う

掘削深さ及び径　

・ 構造図( 　　　　　)による 

・ 構造図（　　）による。

・ セメントミルク工法

・ 1.5ｍ程度　　・ 

杭の支持地盤への根入れ深さ

・ 特定埋込杭工法

(4.3.4)

(4.3.5)

・ H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

α=(　　　)、β=(　　　)、γ=(　　　)

工法

・

杭周固定液　　

・ 使用する　　・ 使用しない

杭継手工法　　 (4.3.6)

・ アーク溶接継手

・ 標準仕様書4.3.6による

溶接材料 (7.2.5)

・ 無溶接継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)　

工法

検査

施工

※ 審査(評定又は大臣認定)を受けた工法

※ 審査(評定又は大臣認定)により定められた項目　

※ 審査(評定又は大臣認定)された施工管理基準による

杭頭の処理(切断方法)　　

・ 処理する

処理方法（切断及び補強方法）

杭頭の中詰め材料　　

・ 基礎のコンクリートと同調合のもの　　　・ 

・ 構造図(　　　　　　)による

杭の精度

・ 水平方向の位置ずれ

・ 杭の傾斜

・ 杭径の1/4かつ100㎜以下

・ 1/100以内　　・評定条件又は認定条件による　

杭施工に伴う発生汚泥の処理

※ 場内で固化の処理した後に搬出する

処理の工法：

・

4 ３ 鋼杭地業

試験杭

本 杭

符号
杭径

(mm)

上杭

中杭

下杭

上杭

中杭

下杭

杭長(m)及び種類等

板厚(㎜) 杭長(m)
本数

長期設計支持力

　(kN/本)
備 考

材料

寸法、継手、性能等

施工方法

・ 特定埋込杭工法

・ H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用できる工法

・ H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の内α、β、γが下記の値

α=(　　　)、β=(　　　)、γ=(　　　)

工法

杭の精度

・ 水平方向の位置ずれ

・ 杭径の1/4かつ100㎜以下

・ 杭の傾斜

・ 1/100以内　　・ 評定条件又は認定条件による

杭の現場継手

・ 溶接継手

形状

溶接材料

溶接部の確認方法

抜き取り率

・ JIS A 5525による

・ 標準仕様書7.6.10による

・ 全数

・ 無溶接継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)

工法

※ 審査(評定又は大臣認定)を受けた工法

検査

※ 審査(評定又は大臣認定)により定められた項目

施工

※ 審査(評定又は大臣認定)された施工管理基準による

杭頭の処理(切断方法)　　

・ 処理する

処理方法（切断及び補強方法）

・ 構造図(　　　　　　)による　　・ 

杭頭の中詰め材料

・ 基礎のコンクリートと同調合のもの　　・ 

(4.4.6)

(4.4.5)

４ 場所打ち

コンクリート杭地業

掘削工法

・ オールケーシング工法(孔内の水張り　　・ 行う　　・ 行わない)

併用する工法

・ 場所打ち鋼管コンクリート杭工法

鋼管巻き材料

鋼管径、板厚、長さ等

杭断面・長期許容支持力等

試験杭

本  杭

符号
(mm)

軸径
拡底径(mm) 杭長(m) 本数

(kN/本)

長期設計支持力
備考

試験杭

試験杭の位置、本数及び寸法　　

・ 構造図(　　　　　　)による　　・ 

鉄筋の種類

・ SD295A

・ SD345

種類の記号 呼び径（mm） 備考

帯筋

・ 構造図(　　　　　)による

・

セメントの種類　　

コンクリートの種別　　

・ 高炉セメントB種　　　・ 

・ A種　　・ B種

コンクリートの設計基準強度

・ 図示による (　　　　)

・ 行わない

・ 行う

測定方法　

・ 超音波測定器　　・ 

測定箇所数及び測定位置

・ 試験杭(　　)箇所及び本杭(　　)箇所とし、位置は構造図(　　　　　　)による

杭の精度

水平方向の位置ずれ　　

・100㎜以下　

杭の傾斜　　

・ 1/100以内　　・ 評定条件又は認定条件による　　・ 

・ 切込み砂利及び切込み砕石

５ 砂利地業 材料

厚さ及び適用範囲

※ 60

・

厚さ 適用箇所

６ 捨コンクリート地業 厚さ及び適用範囲 (4.6.4)

厚さ 適用箇所

※ 50

・

１ 鉄筋の種類 (5.2.1)

規格の名称 種類の記号 備考

鉄筋コンクリート
・ SD295A

・ SD345

２ 溶接金網 (5.2.2)

種類 種類の記号 網目の形状、寸法、鉄線の径 (㎜)

・ 溶接金網

・ 鉄筋格子

・ 梁主筋

・ 耐力壁

・ 基礎スラブ、耐圧スラブ、

土圧壁など

・ その他（　　　　　）

・ ガス圧接(　　　　　　)

・ 重ね継手(　　　　　　)

・ 重ね継手　　・ 

4
構造関係特記仕様書

(4)

地
業
工
事

4

・ 構造図(　　　　　　)による　

　長期設計支持力度　　(      ) KN/㎡

・ 行う　　 構造図(　　　　　　)による 　

・ 行う　   構造図(　　　　　　)による 　

強度(N/m㎡ )

地
業
工
事

構造体強度補正

地
業
工
事

・ 基礎スラブ下　 ・ 基礎梁下　 ・ 土間コンクリート下　 ・ 土に接するスラブ下

鉄
筋
工
事

5

印は、「国等による環境物品等の調達の推進に関する法律」の基づく「環境物品等の調達の推進に関するＧＧ

(5)特記事項に記載の構造関係共通図（配筋標準図）は、配筋標準図（1）～（5）鉄骨標準図（1）～（3）を適用する。

仕様書(建築工事編)(令和5年版)」(以下、「標仕」という)による。

(4.3.3)

(4.3.3)

・ 1.0ｍ以上　　・ 

アースオーガーの支持地盤への掘削深さ

・ 標準仕様書7.2.5(1)(2)による　　　・ 構造図(　　　　　　　)による

(4.3.8)

（4.3.4～4.3.5)

(4.2.2)(4.4.3)

(4.2.2)
試験杭

試験杭の位置、本数及び寸法　　

・ 構造図(　　　　　　)による

(4.4.4)

・ 標準仕様書 7.2.5(1)(2)による　　・ 構造図（　　　　　）による

・ H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の内α、β、γが下記の値

・ プレボーリング拡大根固め工法

・ 中堀り拡大根固め工法

(6)関係法令の改正等により（条例を含む）、工事内容が法令等に抵触する恐れがあることを認識した場合には、その

対応策について、監督職員と協議すること。

a　耐震設計条件

地震荷重

設計層間変形角

建物一次固有周期

地盤種別

Y方向

X方向

Y方向

一次設計

二次設計

一次設計

二次設計

第　(　　２　　)　種地盤

(　　　　　)秒

b　耐風設計条件

基準風速　(V )

地表面粗度区分

0 (　　30　　)　m/秒

・ Ⅰ ・ Ⅱ ・ Ⅲ ・ Ⅳ

c　耐積雪設計条件

建設地の標高

多雪区域の指定

設計垂直積雪量

(　　140 　　)　m

・ 有り ・ 無し

(　　 79　　)　cm

・

・ 許容応力度計算　(ルート　　　　　　　　)

・

(ルート　　　　　　　　)

X方向

地域係数 Ｚ

・ 許容応力度計算　(ルート　　　　　　　　)

・1.0　　・0.9　　・0.8

計算方法

・ 保有水平耐力計算

・ 保有水平耐力計算

(ルート３　　　　　　　)

(ルート３　　　　　　　)

・ 無し

m m

(       壁           )

(       壁           )

耐震安全性の分類 ・ Ⅰ類（Ｉ=1.50） ・ Ⅱ類（I=1.25） ・ Ⅲ類（Ｉ=1.00）

・ 制振構造 ・ 免震構造(免震層の位置：　　　　　　　　　　　）

基礎方式

・直接基礎（・独立　　・連続　　・べた　　・布　　　　）

・杭基礎（・既製コンクリート杭　・鋼管杭　・場所打ちコンクリート杭　・　　　　　　）

・

2. 構造計算条件

3. 地盤調査資料

調査位置

ボーリング柱状図

液状化対策の検討 ・ 有り ・ 無し

構造図　（　　 Ｓ-０８  　図）　による

調査内容

・ 土質試験

・ 地盤調査　（※ 標準貫入試験 　・ｽｳｪｰﾃﾞﾝ式ｻｳﾝﾃﾞｨﾝｸﾞ試験　・　　　　　　　　　　）　　

・ 孔内水平載荷試験

・ 平板載荷試験

（・土粒子密度試験　・含水比試験　・粒度試験　・液性限界、塑性限界試験

・細粒分含有試験　・一軸圧縮試験　・圧密試験　・　　　　　　　　　）

・ 構造図(基礎リスト) による　

厚さ(mm)

(4.2.2)(4.3.3)

・ 処理しない（切断しない）

・ 場外で処理

種類の記号

・（　　　　　　　　　）

(4.4.4)

・ 処理しない（切断しない）

・ リバース工法

・ アースドリル工法(安定液　　※ 使用する　　・ 使用しない)

・ SKK400　　・ SKK490　　

・ 構造図(　　　　　)による　　・ 

・ 拡底杭工法 (安定液　　・ 使用する　　・ 使用しない)

・

(4.2.2)(4.5.1、4～6)

・ 構造図(　　　　     ) による・

鉄筋の最小かぶり厚さ ・ 100㎜　　・ 

鉄筋かごの補強

・ 杭径1.5m以下の場合は鋼板6×50(mm)、1.5mを超える場合は鋼板9×50～75(mm)の補強リング

を3m以下の間隔で、かつ、1節につき3箇所以上入れ、リングと主筋との接触部を溶接する。

溶接長さは、補強材の幅とする。

・

組み立てた鉄筋の節ごとの継手

鉄筋の重ね継手長さ、主筋の基礎底盤への定着長さ

※重ね継手

・

Ｇ

・審査(評定又は大臣認定)された内容による

・ 図示による (　　　　)

※ ３Ｎ/m㎡

・ 審査(評定又は大臣認定)された内容による

孔壁の確認

・

(4.6.2～3)

・ 再生クラッシャラン

・ 基礎スラブ下　　・ 基礎梁下　　・ 土に接するスラブ下

設計基準強度及びスランプ 設計基準強度　※18N/mm　 ・　　　　　

７ 地盤改良

を用いた工法によ

る改良）

（セメント系固化材

スランプ　　　※15cm又は18cm　 ・　　　　　

床下防湿層の材料及び範囲　　※図示による

・ 浅層混合処理工法

・ 深層混合処理工法

工法

改良範囲、仕様(計測、試験等含む。)は図示による。

改良範囲、仕様(計測、試験等含む。)は図示による。

８ 置換コンクリート地業

（ラップルコンクリー

ト地業)

形状等 ・ 図示による

(　　　　　　　　) kN/m2

支持地盤　　図示による

支持地盤の長期設計支持力

型枠使用の有無

・ 無し

・ 有り 型枠の使用箇所等は図示による

用棒鋼 （異形鉄筋）

呼び径(mm)

※ D16以下

※ D19以上

使用部位

・ＷＦ  Ｐ・

３ 鉄筋の継手

形状等

継手方法

継手方法と適用径の範囲

※ ガス圧接(D19以上)　　・機械式継手　　・溶接継手 

※ 重ね継手　　・ 

※ ガス圧接(D19以上)　　・機械式継手　　・溶接継手 

(5.3.4)(5.5.2)(5.6.3)

(3.2.1)(4.3.4)(4.3.5)(4.4.5)(4.5.5)(4.5.6)

(5.3.4)

４ 圧接完了後の試験

※ 行う(全数)

※ 超音波探傷試験

・ 引張試験

試験片の採取数は、１ロットに対して(※ ３本　　・ ５本)とする

試験ロット：１組の作業班が１日に行った圧接箇所とする。なお、200箇所を超えるとき

は200箇所ごととする

試験片を採取した箇所の処置：標仕5.4.9による

５ 主筋等の継手位置等

(5.4.10)

基礎梁主筋の継手

柱主筋の継手

大梁主筋の継手

小梁主筋の継手

耐震壁の継手

・ 構造関係共通図(配筋標準図（1）)図6.1による

・ 構造図(　　　　　)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（2）)図7.1による

・ 構造図(　　　　　)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（2）)図8.1による

・ 構造図(　　　　　)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（2）)図8.3による

・ 構造図(　　　　　)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（3）)図9.1による

・ 構造図(　　　　　)による

外観試験　

抜取試験　

・ 標仕 5.4.10による　   　・ 

試験の箇所数等

適用箇所

・ 柱主筋

・ 機械式継手

・ 溶接継手

適用箇所

H12建告第1463号に適合する性能

機械式継手の種類

・図示による（　　　　　）

適用箇所

・A級　　・
H12建告第1463号に適合する性能

溶接継手の工法
・図示による（　　　　　）

・図示による（　　　　　）

・A級　　・

・図示による（　　　　　）

構造関係特記仕様書
　ＮＯ１

Ｓ-01

奥 州 警 察 署 衣 川 駐 在 所 庁 舎 新 築 工 事 

奥州市衣川古戸６９番２

100.28

3.3555.305

地盤改良

150 ・ 基礎スラブ下　 ・ 土間コンクリート下　 ・ 土に接するスラブ下

庁舎、車庫 m217.93

m2.624m2.888

基本方針（令和４年2月8日変更閣議決定）」に定める判断の基準を満たす物品を示す。



製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事

モルタル塗り

・ラス張り

  ロックウール

・

  カルシウム板

  吹付け

・湿式ロックウール

・半乾式吹付け

22.耐火被覆

・耐火塗料

－

・耐火材
・高断熱

  巻付け

・耐火板張り

・

・繊維混入けい酸

・耐火材
  ロックウール

  ロックウール

（部位・部分）(耐火時間)

性能 適用箇所
材料・工法

・乾式吹付け

種　類

（7.9.2～8）

種類、材料、工法等

ｔffｔ

CL

(自然開先)

0～50～5

B

φ

60°60°

50

補強トラス

100以下

（１）スリーブの取付けは、全周隅肉溶接とする。

補強トラス法

e：材端との補強プレートの間隔

のうち小さい方とする。 （ｅ≧ H とする）２は３φまたは１

LＣ

2
0

ptt

t

w

ｆ

0～50～5

１e

5
0

5
0

２H

補強プレート

5
0

φ

以
上

以
上

1
0
0

1
0
0

DH

φ
（φ≦H/2かつφ≦D/3）

φ：貫通孔内径寸法

D ：はりせい

H ：鉄骨せい

梁貫通孔の位置の限度（単位：㎜）

（ａ）鉄骨造及び鉄骨鉄筋コンクリート造の鉄骨梁ウェブ部材に貫通孔を設ける場合で貫通孔部分を補強する場合に適用する。

（ｃ）貫通孔間隔は、両側の貫通孔径の平均値の、鉄骨造で２倍以上、鉄骨鉄筋コンクリート造で３倍以上確保する。

（ｂ）貫通孔の内径寸法は、鉄骨せいの1/2以下かつ鉄筋コンクリート梁せいの1/3以下とする。

（１）補強プレートが16㎜以上となる場合は、必要な長さの1/2以上の補強プレートをウェブ両面から溶接する。

（２）補強プレートは丸型としても良い。上下フランジとのあき50mmについては施工性を考慮して小さくすることもできる。

補強プレート法

章

章

章

６ 鉄筋のかぶり厚さ

及び間隔

(溶接金網含む)

最小かぶり厚さ(目地底から算出を行う)

７ 各部配筋

(5.3.5)

(5.3.7)

８ 帯筋

９ 壁開口部の補強

・ 構造図(　　　　　　)による

10 梁貫通孔の補強

・ 構造図(　　　　　　)による

梁貫通孔径(部材記号含む)及び配筋種別リスト

・ 構造図(　　　　　　)による

11 構造(耐震)スリット

方式　

形状　

仕様

・ 構造図(　　　　)による　　・ 

・ 完全　　・ 部分

・ 構造図(　　　　)による　　・ 

・ 構造図(　　　　)による　　・ 

・ 構造図(　　　　)による　　・ 

・ 構造図(　　　　)による　　・ 

設計基準強度 気乾単位 スランプ
適用箇所

・ B (コンクリート中のアルカリ総量 Rt=3.0kg/m 以下)

(6.3.1)

６ 無筋コンクリート

セメントの種類

・ 高炉セメントB種

７ ひび割れ誘発目地、 目地寸法

間隔 ・意匠図による      　・ 

位置 ・意匠図による      　・ 

８ コンクリートの仕上り (6.2.5)

7 １ 鉄骨の製作工場 製作工場の加工能力

・ 建築基準法第77条の56に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認可を受けた(株)日本

鉄骨評価センター及び(株)全国鉄骨評価機構(旧(社)全国鐵構工業協会)の「鉄骨製作工場の

同等以上の能力のある工場

・ 監督職員の承諾する製作工場

２ 施工管理技術者

(7.1.3)

（7.2.1)３ 鋼材

※ 適用する　　　・ 適用しない

鋼材の材質

種類の記号 適用箇所 規格等

※ JIS規格による

※ JIS規格による

※ JIS規格による

※ JIS規格による

４ 縁端距離、ボルト間隔、

５ 高力ボルト

(7.3.2)

※ トルシア形高力ボルト

６ 溶融亜鉛めっき高

※ 1種(F8T相当)建築基準法に基づき認定を受けたもの。　

(7.2.3)７ 普通ボルト

・ 構造用アンカーボルト

形状、寸法

・ 建方用アンカーボルト

・ 標準仕様書 表7.2.3による

(7.10.3)

・ 構造用

・ 建方用

及び工法

Ａ種

Ｂ種

厚さ種別 材料

標準仕様書7.2.9(a)

無収縮モルタルの品質及び試験方法

(7.2.6)11 ターンバックル

※ 割枠式　　・ 

※ 羽子板ボルト　　・ 

12 デッキプレート

・ 合成スラブ

・ 床型枠用

・

径(呼び名) 長さ(呼び長さ)　mm 適用箇所

・ 構造図(　　　　　　)による　

鉄
筋
工
事

5

・

・ 構造図(　　　　　　) による

・ 無し

・

・ 構造図(　　　　　　)による

・

・ 構造図(　　　　　　)による

・

コ
ン
ク
リ
　 

ト
工
事

6

Fc (N/m㎡ ) 容積質量(t/m3) (cm)

・ 15

・ 18

設計基準強度 Fc （N/mm2 ） ※ 18

※ ２種（S10T）     ・ 

・ JIS形高力ボルト

・ ２種（F10T）     ・ 

※ 標仕 表7.2.3による

・ SS400　　・ 

・ 80　　・ 100　　・ 120

・ 80　　・ 100　　・ 130　　・ 150

・ 80　　・ 100　　・ 130　　・ 150

14 入熱､パス間温度の

溶接条件

性能評価基準」に定める「(　　)グレード」として国土交通大臣から認定を受けた工場又は

・ 構造関係共通図(配筋標準図（1）)表5.1による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（1）)表5.1に加える厚さ(※ 10　　・ 　　)㎜

・ 構造図(　　　　　)による

・ 構造関係共通図（配筋標準図（1））5.1による

・ 構造図(　　　　　)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（1）～（5）)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（2）)7.2(※ H形　　・ 　　　)による

・ 構造関係共通図(配筋標準図（3）)9.2(・ Ａ　　※ B　　・ 　　　)による

打継目地

４ 骨材

１ コンクリートの気乾

単位容積質量による

種類及び強度

※ A

・ 標仕 表7.10.1(・ A種 　・ B種  )による 　・ 

※　標準仕様書　表7.2.5による

※　標準仕様書7.2.9(2)　(ア)～(ウ)による

13 スタッド

10 製作精度

(7.2.8)

種別等

材 料

最小板厚 6.0㎜ 以上の形綱、鋼板

最小板厚 3.2㎜ 以上、6.0㎜ 未満の形綱、鋼板

普通ボルト・ナット類、アンカーボルト類

最小板厚2.3㎜ 以上、3.2㎜ 未満の形綱、鋼板

・

※ 構造図による

A種(HDZ55)

B種(HDZ45)

C種(HDZ35)

19 溶融亜鉛めっき

・

16 溶接部の試験

18　軽量形鋼構造

・

（7.11.2）

無収縮モルタルの材料及び配合

・ 工場溶接の場合

AOQL(%)

・

・

・

・ ・

・

開先の形状

・ 構造図(　　　　　　)による

適用箇所

※ (社)日本建築学会「JASS 6 鉄骨工事」 付則6［鉄骨精度検査基準］による。

20 梁貫通孔の補強

※ 構造図による

すべり係数試験

高力ボルトの径

区分

・

・ りん酸塩処理
すべり係数試験

・ 有り　適用箇所( 柱、梁、スラブ、壁などで土に接する部分　)

耐久性上不利な箇所がある場合（塩害を受ける恐れがある部分等）

鉄筋相互のあき（機械式継手及び溶接継手を除く）

組立の形の種別　　

耐震壁

耐震壁以外

補強形式

耐震スリットの設置箇所

耐火、遮音、防水処理への配慮　 適用箇所

耐震スリット部詳細

(6.2.1～6.2.4)（6.3.2）（6.10.1～2）
・ 普通コンクリート

・18

・15

・18

・ 21 ※ 2.3程度

※ 2.3程度・ 24

セメントの種類

２ コンクリートの類別 類別 (6.2.1)

※ Ⅰ類（JIS A 5308 「レディーミクストコンクリート」に適合）

(6.3.1)

t/m3 ）

・ Ⅱ類（JIS A 5308に適合したｺﾝｸﾘｰﾄ）

適用箇所

建物躯体(下記以外）※ 普通ポルトランドセメント、高炉セメントＡ種、
シリカセメントＡ種、又はフライアッシュセメントＡ種

・ 高炉セメントＢ種 Ｇ

・フライアッシュセメントＢ種 Ｇ

基礎、地中梁

基礎、地中梁

普通ポルトランドセメントの品質は、JIS R 5210に示された規定の他、水和熱が7日目で352J/g以下かつ

28日目で420J/g以下のものとする。

構造体強度補正値　　※標準仕様書表6.3.2による

・

（気乾単位容積質量：　　　　　

 軽量コンクリート ・適用しない　　・適用する（・1種　・2種）

３ セメント

使用骨材のアルカリシリカ反応による区分

５ 混和材料

3

混和剤の種類　　・ 標準仕様書6.3.1(4)(a)による

混和材の種類　　・ 標準仕様書6.3.1(4)(b)による

(6.3.1)

(6.14.1)

適用箇所    ※ 標準仕様書6.14.1(4) ・

スランプ　　※１５又は１８

※ 普通ポルトランドセメント又は混合セメントA種、シリカセメントＡ種又はフライアッシュセメントＡ種

・フライアッシュセメントＢ種 Ｇ

Ｇ

・

・

(6.6.4)(6.8.1)・標仕 9.7.3による　　・図示による 

適 用 箇 所

９ 型枠

・

(6.8.1)

内部に面するコンクリート打放し仕上げの打増し厚さ

外部に面するコンクリート打放し仕上げの打増し厚さ

種　別 適 用 箇 所

・ A種

・ B種

・ C種

種　別

・ a種

・ b種
・ c種

コンクリートの仕上りの平たんさ

合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げ

※ 10mm

※ 伏図による

せき板の材料及び厚さ

・合板（※12ｍｍ　　・　　　　　）

MCR構法用のシート

適用箇所　　・図示による

スリーブの材種・規格等

・図示による

普通エコセメントの場合の最少存置期間　　・図示による

10 断熱材兼用型枠 使用箇所　　※図示による

厚さ　　20～40ｍｍ

建築技術評価「断熱材兼用型枠工法の開発」において評価を取得したもの、又は同等以上とする。

熱抵抗値０．７３m　K/Ｗ以上を有するものとする。

加工・組立は製造所の仕様による

11 コンクリートの品質管理 コンクリートの単位水量の測定

・ 行わない
・ 行う

参考実施要領

(1)単位水量の測定は、150㎥ に1回以上及び荷下し時に品質 の異常が認められた場合に実施する。

(3)単位水量の管理目標値は次の通りとして施工する。

1.測定した単位水量が、計画調合書の設計値（以下、

にある場合はそのまま施工する。

「設計値」という。）±15kg/㎥の範囲

の生コンは打設してよいが、水量変動の原因を調査し、生ｺﾝ製造者に改善を指示する。

2.測定した単位水量が、設計値±15kg/㎥ を越え±20kg/㎥ の範囲にある場合は、その運搬車

その後、設計値±15kg/㎥以内に安定するまで、運搬車の3台ごとに１回、単位水量の測定

を行う。

るとともに、水量変動の原因を調査し、生ｺﾝ製造者に改善を指示する。その後、単位水量

3.測定した単位水量が設計値±20kg/㎥を越える場合は、 その運搬車は打込まずに持ち帰らせ

1が設計値±20kg/㎥以内になるまで全運搬車の測定を行い、更に設計値± 15kg/㎥以内に

するまで、運搬車の3台毎に1回、単位水量の測定を行う。

4. 3の不合格生ｺﾝを確実に持ち帰ったことを確認すること。

(4)単位水量の管理についての記録を書面（計画調合書、製
温度等)と写真により提出する。

造管理記録、打込み時の外気温、ｺﾝｸﾘｰﾄ

(5)単位水量の測定方法は高周波誘電加熱乾燥法（電子ﾚﾝｼﾞ

また、試験機関は当該ｺﾝｸﾘｰﾄ製造所以 外の機関とする。

法）、ｴｱﾒｰﾀｰ法又は静電容量測定法による。

(2)単位水量の上限値は、「公共建築工事標準仕様書（建築 工事編）」6.3.2(イ)による。

(6.8.2)

（6.5.1）

(7.1.4)

※ 構造図による　　　　　・ 

※ 鉄骨標準図（2） 縁端距離及びボルト間隔による

(7.2.2)(7.3.2)(7.4.2)

・実施しない　・実施する（・すべり係数試験　・すべり耐力試験）

すべり試験において、対比試験片を作成し、摩擦面の処理状況を確認する

縁端距離及びボルト間隔 ※ 鉄骨標準図（2）による

※ 標仕 7.2.3(4)による

８ アンカーボルト (7.2.4)(7.10.3)

(7.2.2)(7.3.2)(7.4.2)(7.12.5)

※ 構造図による　　　・ 

・ ブラスト処理(表面粗度50μmRz以上)

・実施しない　・実施する（・すべり係数試験　・すべり耐力試験）

すべり試験において、対比試験片を作成し、摩擦面の処理状況を確認する

・ ABR400　　・ ABR490　　・ 

種類

・ 構造図による　　・ 

※ 構造図による  

縁端距離及びボルト間隔、ゲージ等

・図示による

　　mm

　　mm

※ 構造図による 　・ 

(7.2.7)(7.7.8)

※ 構造図による　　・ 

※ 構造図による　　・ 

・ あり（耐火時間 　※ 構造図による　）　　・ なし

・19φ

・22φ

・16φ

 ・頭付スタッド（JIS B 1198）

520N級鋼

YGA-50W,50P

YGW-18,19

490N級鋼

JIS Z 3214

YGA-50W,50P

JIS Z 3214

YGW-18,19

YGW-11,15

JIS Z 3212

溶接材料

JIS Z 3211,3212

YGW-11,15

YGW-18,19

250以下30以下

350以下

350以下

250以下30以下

40以下

40以下

パス間温度

（℃）

350以下40以下

入熱

（KJ/cm）

YGW-18,19

YGW-11,15400N級STKR、

BCR及びBCP

YGW-18,19 250以下30以下
490N級STKR、

及びBCP

250以下30以下

350以下40以下

※ 下表による

※ 柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶け込み溶接部　

鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件　　

鋼材の種類

400N級鋼

15 溶接施工
(7.6.4)(7.6.7）

※ 鉄骨標準図2-2による。・ 構造図による。

スカラップの形状 ※ 鉄骨標準図2-4による。・ 構造図による。

※ 見え掛り部となる部分 ・ 全て切除する ・ 切除しない鋼製エンドタブの切除する部分

・ 構造図による

切断範囲

する。なお、切断線が交差する場合は、交差部をアール状に加工する。

エンドタブ、裏当て金等は、梁フランジの端から5mm以下を残して直線状に切断

スカ―ラップの形状

開先の形状

・鉄骨標準図2による　・図示による

・鉄骨標準図1,2による　・図示による

外観検査

「鉄骨造の継手又は仕口の構造方法を定める件」の検査

・独立行政法人建築研究所監修「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」3.5.2
受け入れ検査による

JASS 6付則6「鉄骨精度検査基準」に関する確認

・上記付則6の付表3の測定方法による ・

完全溶込み溶接部の超音波探傷試験

※ 行う ・ 行わない

※ 抜き取り検査② ・ 抜き取り検査①

※ 4.0 　・ 2.5

節 ・全て

検査水準 ※第６水準

・ 工事現場溶接の場合

※全て

(7.6.12)(表7.6.2)(表7.6.3)

割れの疑いのある表面欠陥においては、浸透探傷試験又は磁粉探傷試験を行う。

※ (社)日本建築学会「JASS 6 鉄骨工事」付則6［鉄骨精度検査基準］付表５［工事現場］による。
17 建方精度

保持及び埋込み工法

ボルト及びナットの材料等

座金

適用

材質

アンカーボルト及びナットのねじの種類の規格、ねじの等級の規格及び仕上げの程度

形状、寸法

・ 構造図による　　・ 

・

床型枠用鋼製デッキプレートを使用する場合は、プレートが支持される梁の側面については、打増し

を行うこと。

ひび割れ誘発目地の位置・形状・寸法 ※図示による

・20ｍｍ

・10ｍｍ　　・20ｍｍ

コンクリートの打増し厚さ

施工範囲

ゲージ等 高力ボルト、普通ボルト及びアンカーボルトの縁端距離、ボルト間隔、ボルト径、ゲージ等

セットの種類

力ボルト

溶融亜鉛めっき高力ボルトの径

溶融亜鉛めっき高力ボルトのボルト孔の径

溶融亜鉛めっき高力ボルトの摩擦面の処理

※ 審査（評定又は大臣認定）を受けた内容による

種類

建築用ターンバックル胴

建築用ターンバックルボルト

ねじの呼び

工法の種別

材質、形状及び寸法

鉄骨部材への溶接方法

耐火認定

(7.10.2)

ボルトの接合方法

※ 構造図による

亜鉛めっきの種別 適用箇所（構造耐力上主要な部分）

高力ボルト接合の摩擦面の処理

※ ブラスト処理

補強方法

・ 補強プレート法

・ 補強トラス法

梁貫通孔径及び補強部材詳細

(7.12.3～5)(表14.2.2)

無収縮モルタル

適用箇所

(7.2.9)(7.10.3) （7.8.2～4）（18.3.2）

塗料の種別

・鉄鋼面の錆止め塗料の種別

 ・

・亜鉛めっき鋼面の錆止め塗料の種別

 屋外　　・　　　　　　　※Ａ種 

耐火被覆材の接着する面の塗装範囲

・図示による（　　　　　）　　・

耐火被覆材の接着する面以外の塗装範囲

・図示による（　　　　　）　　・

 屋内　　・　　　　　　　※Ａ種 

塗料の種別

塗料の範囲９ 柱底均しモルタル
221.錆止め塗装

・ 鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブで鉄骨に溶接

   されたものの内側の錆止め塗料の種別

・Ａ種　　・ 

・ 耐火被覆が接着する面の塗料の種別

・

鉄
骨
工
事

あ
ら
か
じ
め
検
討

梁
貫
通
孔
補
強
要
領
図

（あらかじめ検討）
施工の関係上やむを得ず発生する可能性の高い変更事項への対応方法について、あらかじめの検討

を行っている部分

本検討は、計画通知の変更を要しない範囲及び対応方法を定めるものであり、品質管理上の施工

誤差を許容するものではない。

・ くいの芯ずれを考慮した検討

位置の変動寸法（　　　　）

検討範囲　※図示による

・ 大きさの変更を見込んだスラブの検討

・ 小ばり位置の変更を見込んだ大ばりの検討

許容誤差（　　　　　）

許容される大きさ、荷重条件（　　　　　　）

検討範囲　※図示による

・ はり貫通孔の大きさと位置の変更を見込んだ検討

大きさの変動寸法(　　　　　　）

検討範囲　※図示による

１ 軽微な変更の対応

梁貫通孔補強要領図

構造関係特記仕様書
　ＮＯ２

基礎巾木

基礎巾木

Ｓ-０２

建物躯体

（ 基礎、他 ）



製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-03

セメントコラム

特記仕様書（駐在所）

当該現場近傍に、土質が同様と判断できる施工実績がある場合は、この施工実績に基づき固化材配合量を推定するものとするが、設計基準強度Fcは、

試験材齢：7日

10．　管理基準を超えた場合の措置等

(1)　改良体の芯ずれが許容値を超えた場合、監理者と協議の上、設計検討を行い、安全であると判断される場合には、

(2)　改良下端深度が想定と異なる場合、設計検討を行い安全であると判断される場合には、設計図書で示された仕様を満足している

設計図書で示された仕様を満足しているものとする。 

ものとする。

700ｋN/m2以下とする。

1. 工事概要

共回り防止翼を装着した攪拌装置を用いて、原地盤土と機械的に混合攪拌し固化材の固化反応により所要の強度を持つ改良柱体を築造するものである。

 本工事は、ＮＳＶコラム工法（深層混合処理工法）による地盤改良地業である。本工法は、スラリー状のセメント系固化材を地盤に注入しながら、

2. 一般事項

3. 特記事項

(2)コラム径、掘削、改良深度（改良長+空堀長）、本数配置等は設計図書による。但し、柱状改良体直径（以下、コラムという）・長さ・本数

(3)コラムの設計基準強度はＦｃ＝　　　　　　ｋＮ/㎡とする。

(4)設計の要求する性能を確保する為、施工においては羽根切回数600回/m以上(軸回転数120回/m以上)確保し、適切な配合管理及び、品質検査を実施する。

4. 施工計画

（1）施工会社

・本工事の施工会社は当該工法の施工技術に精通したものとし、工事は責任施工とすること。

（2）施工計画書

工事に先立ち、施工計画を監督員に提出する。施工計画書は、次の事項を明記する。

①　地盤概要

②　工事内容（コラム径・コラム長・空堀長・コラム数

・設計基準強度）

③　工事期間及び工程

④　工事要領（使用固化材・配合）

⑤　施工機械

⑥　施工管理の方法

⑦　品質管理の方法

⑧　仮設設備とその配置

⑨　各種作業の主たる従事者の組織表

⑩　施工記録の方法

⑪　環境の保全対策

⑫　安全対策

⑬　建築請負業者の本工事責任者名

⑭　本工事施工業者名及び責任者名

5. 施工

Ⅰ.攪拌装置をコラム芯にセットする。

Ⅱ.所定の空堀り深度まで掘削する。

Ⅲ.固化材液を吐出しながら混合攪拌する。

Ⅳ.所定深度に到達したら、固化材液の吐出を停止し、攪拌装置で混合攪拌しながら引き上げる

Ⅴ.攪拌装置を所定攪拌回転数回転させながら押し下げ・引き上げる。

(4)施工に対して疑義が生じた場合は、直ちに監督員と協議し、その指示を受ける。

(3)本工事により排出される発生残土は場内処分とする。

(1)作業地盤は施工機械が、傾斜・転倒しないよう養生する。

(2)基本的な施工手順を以下に示す。施工の障害になる事項が出現した場合は、別途検討する。

6. 施工機械

（1）　固化材と原位置土を一体のものとして確実に混合攪拌が出来、共回り現象を防止する攪拌装置を用いること。

（2）　所定の施工管理項目を計測、記録出来る管理装置を用いること。

（3）　改良機本体は本工事の施工仕様を満足させる施工制御・管理装置を装備したものとする。

（4）　ミキシングプラントは所定吐出量を十分供給出来るものとする。

7. 配合管理

（1）セメントミルクに使用する材料は、セメント系固化材とする。

（2）配合計画

・工法の開発会社と施工会社は同一とし、協会員、仲介業者等による施工は認めない。

⑮　技術審査証明書（工事会社名が記載されていること）

位置及び固化材液の配合等について土質や地盤状況により変更した方が適切だと判断される場合は、根拠となる計算書を提出し、設計監理者の承認を得ること。

固化材液の配合（Ｗ/Ｃ）と使用量（セメント添加量）は、室内配合試験結果に基づいて、現場室内強度比を考慮して、配合強度を満足するように決定する。

8. 施工管理

①　形状・寸法　　：鉛直性

コラム芯

掘削深度

改良径

支持層着底の管理

(ⅰ)明確な支持層がある場合

地盤調査実施位置の近傍で改良体を打設して回転トルク値を記録する。この値を支持層着底の目安とする。

ただし、支持層が礫や岩盤等で空転によりトルクが記録できない場合、圧入圧により管理する。

改良機本体のリーダー内に設置した傾斜計で管理する。

事前に通り芯を水糸等で出しコラム芯にマークを設ける。

改良機本体に設置した深度計で計測し記録する。

攪拌装置の形状・寸法を管理装置等で記録する。

NSVコラム工法施工マニュアルに従い支持層着底を管理する

(ⅱ)明確な支持層がない場合

設計深度到達をもって着底とする。

②　固化材　　　　：材料計量 水、固化材の重量

比重計（マッドバランス等）スラリー比重

固化材の添加量又はスラリーの吐出量 施工管理装置又は、流量計で計測し記録する。

③　攪拌混合度　　：攪拌混合回数又は、掘進・引上げ速度

仕事量又は、掘進速度・トルク値

施工管理装置又は、速度計で計測し記録する。

施工管理装置又は、速度計（又は、トルク計）で計測し記録する。

9. 品質検査

(2)検査対象群、検査対象層及び調査ヶ所数

試験方法：一軸圧縮試験

（1）施工の安定性を確保する為、下記に示す項目について、1m区間毎に管理できる施工管理システムを用いて施工管理する。

(1)建築技術審査証明（建築技術）報告書　NSVコラム工法」小規模建築物における品質検査法に準拠する

調査個数：1箇所当り３供試体

採取深度：コラム頭部３箇所、深度コア１箇所

(3)合否の判定

NSVコラム工法特記仕様書

Xi：検査対象層より採取した個々のコアの一軸圧縮強さ（1≦i≦n）　(kN/㎡)

ただし、Xi=0.75・ｑuf7

quf7:モールドコア強度(7日強度)　(kN/㎡)

n：コアの抜取個数

XL：合格判定値（=Fc）　(kN/㎡)　

Fc：設計基準強度(kN/㎡)

(2)　改良天端に施す地業の方法については監理者の指示による。

 本工事は、本特記仕様書によるほか、「2018年版　建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針」（日本建築センター、以下指針と言う）による。

(1)本工事における工法は、(一財)日本建築センターによる技術審査証明取得工法とする。

440

駐在所



製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-04

セメントコラム

特記仕様書（標識板）

当該現場近傍に、土質が同様と判断できる施工実績がある場合は、この施工実績に基づき固化材配合量を推定するものとするが、設計基準強度Fcは、

試験材齢：7日

10．　管理基準を超えた場合の措置等

(1)　改良体の芯ずれが許容値を超えた場合、監理者と協議の上、設計検討を行い、安全であると判断される場合には、

(2)　改良下端深度が想定と異なる場合、設計検討を行い安全であると判断される場合には、設計図書で示された仕様を満足している

設計図書で示された仕様を満足しているものとする。 

ものとする。

700ｋN/m2以下とする。

1. 工事概要

共回り防止翼を装着した攪拌装置を用いて、原地盤土と機械的に混合攪拌し固化材の固化反応により所要の強度を持つ改良柱体を築造するものである。

 本工事は、ＮＳＶコラム工法（深層混合処理工法）による地盤改良地業である。本工法は、スラリー状のセメント系固化材を地盤に注入しながら、

2. 一般事項

3. 特記事項

(2)コラム径、掘削、改良深度（改良長+空堀長）、本数配置等は設計図書による。但し、柱状改良体直径（以下、コラムという）・長さ・本数

(3)コラムの設計基準強度はＦｃ＝　　　　　　ｋＮ/㎡とする。

(4)設計の要求する性能を確保する為、施工においては羽根切回数600回/m以上(軸回転数120回/m以上)確保し、適切な配合管理及び、品質検査を実施する。

4. 施工計画

（1）施工会社

・本工事の施工会社は当該工法の施工技術に精通したものとし、工事は責任施工とすること。

（2）施工計画書

工事に先立ち、施工計画を監督員に提出する。施工計画書は、次の事項を明記する。

①　地盤概要

②　工事内容（コラム径・コラム長・空堀長・コラム数

・設計基準強度）

③　工事期間及び工程

④　工事要領（使用固化材・配合）

⑤　施工機械

⑥　施工管理の方法

⑦　品質管理の方法

⑧　仮設設備とその配置

⑨　各種作業の主たる従事者の組織表

⑩　施工記録の方法

⑪　環境の保全対策

⑫　安全対策

⑬　建築請負業者の本工事責任者名

⑭　本工事施工業者名及び責任者名

5. 施工

Ⅰ.攪拌装置をコラム芯にセットする。

Ⅱ.所定の空堀り深度まで掘削する。

Ⅲ.固化材液を吐出しながら混合攪拌する。

Ⅳ.所定深度に到達したら、固化材液の吐出を停止し、攪拌装置で混合攪拌しながら引き上げる

Ⅴ.攪拌装置を所定攪拌回転数回転させながら押し下げ・引き上げる。

(4)施工に対して疑義が生じた場合は、直ちに監督員と協議し、その指示を受ける。

(3)本工事により排出される発生残土は場内処分とする。

(1)作業地盤は施工機械が、傾斜・転倒しないよう養生する。

(2)基本的な施工手順を以下に示す。施工の障害になる事項が出現した場合は、別途検討する。

6. 施工機械

（1）　固化材と原位置土を一体のものとして確実に混合攪拌が出来、共回り現象を防止する攪拌装置を用いること。

（2）　所定の施工管理項目を計測、記録出来る管理装置を用いること。

（3）　改良機本体は本工事の施工仕様を満足させる施工制御・管理装置を装備したものとする。

（4）　ミキシングプラントは所定吐出量を十分供給出来るものとする。

7. 配合管理

（1）セメントミルクに使用する材料は、セメント系固化材とする。

（2）配合計画

・工法の開発会社と施工会社は同一とし、協会員、仲介業者等による施工は認めない。

⑮　技術審査証明書（工事会社名が記載されていること）

位置及び固化材液の配合等について土質や地盤状況により変更した方が適切だと判断される場合は、根拠となる計算書を提出し、設計監理者の承認を得ること。

固化材液の配合（Ｗ/Ｃ）と使用量（セメント添加量）は、室内配合試験結果に基づいて、現場室内強度比を考慮して、配合強度を満足するように決定する。

8. 施工管理

①　形状・寸法　　：鉛直性

コラム芯

掘削深度

改良径

支持層着底の管理

(ⅰ)明確な支持層がある場合

地盤調査実施位置の近傍で改良体を打設して回転トルク値を記録する。この値を支持層着底の目安とする。

ただし、支持層が礫や岩盤等で空転によりトルクが記録できない場合、圧入圧により管理する。

改良機本体のリーダー内に設置した傾斜計で管理する。

事前に通り芯を水糸等で出しコラム芯にマークを設ける。

改良機本体に設置した深度計で計測し記録する。

攪拌装置の形状・寸法を管理装置等で記録する。

NSVコラム工法施工マニュアルに従い支持層着底を管理する

(ⅱ)明確な支持層がない場合

設計深度到達をもって着底とする。

②　固化材　　　　：材料計量 水、固化材の重量

比重計（マッドバランス等）スラリー比重

固化材の添加量又はスラリーの吐出量 施工管理装置又は、流量計で計測し記録する。

③　攪拌混合度　　：攪拌混合回数又は、掘進・引上げ速度

仕事量又は、掘進速度・トルク値

施工管理装置又は、速度計で計測し記録する。

施工管理装置又は、速度計（又は、トルク計）で計測し記録する。

9. 品質検査

(2)検査対象群、検査対象層及び調査ヶ所数

試験方法：一軸圧縮試験

（1）施工の安定性を確保する為、下記に示す項目について、1m区間毎に管理できる施工管理システムを用いて施工管理する。

(1)建築技術審査証明（建築技術）報告書　NSVコラム工法」小規模建築物における品質検査法に準拠する

調査個数：1箇所当り３供試体

採取深度：コラム頭部３箇所、深度コア１箇所

(3)合否の判定

NSVコラム工法特記仕様書

Xi：検査対象層より採取した個々のコアの一軸圧縮強さ（1≦i≦n）　(kN/㎡)

ただし、Xi=0.75・ｑuf7

quf7:モールドコア強度(7日強度)　(kN/㎡)

n：コアの抜取個数

XL：合格判定値（=Fc）　(kN/㎡)　

Fc：設計基準強度(kN/㎡)

(2)　改良天端に施す地業の方法については監理者の指示による。

 本工事は、本特記仕様書によるほか、「2018年版　建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針」（日本建築センター、以下指針と言う）による。

(1)本工事における工法は、(一財)日本建築センターによる技術審査証明取得工法とする。
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製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-05

当該現場近傍に、土質が同様と判断できる施工実績がある場合は、この施工実績に基づき固化材配合量を推定するものとするが、設計基準強度Fcは、

試験材齢：7日

10．　管理基準を超えた場合の措置等

(1)　改良体の芯ずれが許容値を超えた場合、監理者と協議の上、設計検討を行い、安全であると判断される場合には、

(2)　改良下端深度が想定と異なる場合、設計検討を行い安全であると判断される場合には、設計図書で示された仕様を満足している

設計図書で示された仕様を満足しているものとする。 

ものとする。

700ｋN/m2以下とする。

1. 工事概要

共回り防止翼を装着した攪拌装置を用いて、原地盤土と機械的に混合攪拌し固化材の固化反応により所要の強度を持つ改良柱体を築造するものである。

 本工事は、ＮＳＶコラム工法（深層混合処理工法）による地盤改良地業である。本工法は、スラリー状のセメント系固化材を地盤に注入しながら、

2. 一般事項

3. 特記事項

(2)コラム径、掘削、改良深度（改良長+空堀長）、本数配置等は設計図書による。但し、柱状改良体直径（以下、コラムという）・長さ・本数

(3)コラムの設計基準強度はＦｃ＝　　　　　　ｋＮ/㎡とする。

(4)設計の要求する性能を確保する為、施工においては羽根切回数600回/m以上(軸回転数120回/m以上)確保し、適切な配合管理及び、品質検査を実施する。

4. 施工計画

（1）施工会社

・本工事の施工会社は当該工法の施工技術に精通したものとし、工事は責任施工とすること。

（2）施工計画書

工事に先立ち、施工計画を監督員に提出する。施工計画書は、次の事項を明記する。

①　地盤概要

②　工事内容（コラム径・コラム長・空堀長・コラム数

・設計基準強度）

③　工事期間及び工程

④　工事要領（使用固化材・配合）

⑤　施工機械

⑥　施工管理の方法

⑦　品質管理の方法

⑧　仮設設備とその配置

⑨　各種作業の主たる従事者の組織表

⑩　施工記録の方法

⑪　環境の保全対策

⑫　安全対策

⑬　建築請負業者の本工事責任者名

⑭　本工事施工業者名及び責任者名

5. 施工

Ⅰ.攪拌装置をコラム芯にセットする。

Ⅱ.所定の空堀り深度まで掘削する。

Ⅲ.固化材液を吐出しながら混合攪拌する。

Ⅳ.所定深度に到達したら、固化材液の吐出を停止し、攪拌装置で混合攪拌しながら引き上げる

Ⅴ.攪拌装置を所定攪拌回転数回転させながら押し下げ・引き上げる。

(4)施工に対して疑義が生じた場合は、直ちに監督員と協議し、その指示を受ける。

(3)本工事により排出される発生残土は場内処分とする。

(1)作業地盤は施工機械が、傾斜・転倒しないよう養生する。

(2)基本的な施工手順を以下に示す。施工の障害になる事項が出現した場合は、別途検討する。

6. 施工機械

（1）　固化材と原位置土を一体のものとして確実に混合攪拌が出来、共回り現象を防止する攪拌装置を用いること。

（2）　所定の施工管理項目を計測、記録出来る管理装置を用いること。

（3）　改良機本体は本工事の施工仕様を満足させる施工制御・管理装置を装備したものとする。

（4）　ミキシングプラントは所定吐出量を十分供給出来るものとする。

7. 配合管理

（1）セメントミルクに使用する材料は、セメント系固化材とする。

（2）配合計画

・工法の開発会社と施工会社は同一とし、協会員、仲介業者等による施工は認めない。

⑮　技術審査証明書（工事会社名が記載されていること）

位置及び固化材液の配合等について土質や地盤状況により変更した方が適切だと判断される場合は、根拠となる計算書を提出し、設計監理者の承認を得ること。

固化材液の配合（Ｗ/Ｃ）と使用量（セメント添加量）は、室内配合試験結果に基づいて、現場室内強度比を考慮して、配合強度を満足するように決定する。

8. 施工管理

①　形状・寸法　　：鉛直性

コラム芯

掘削深度

改良径

支持層着底の管理

(ⅰ)明確な支持層がある場合

地盤調査実施位置の近傍で改良体を打設して回転トルク値を記録する。この値を支持層着底の目安とする。

ただし、支持層が礫や岩盤等で空転によりトルクが記録できない場合、圧入圧により管理する。

改良機本体のリーダー内に設置した傾斜計で管理する。

事前に通り芯を水糸等で出しコラム芯にマークを設ける。

改良機本体に設置した深度計で計測し記録する。

攪拌装置の形状・寸法を管理装置等で記録する。

NSVコラム工法施工マニュアルに従い支持層着底を管理する

(ⅱ)明確な支持層がない場合

設計深度到達をもって着底とする。

②　固化材　　　　：材料計量 水、固化材の重量

比重計（マッドバランス等）スラリー比重

固化材の添加量又はスラリーの吐出量 施工管理装置又は、流量計で計測し記録する。

③　攪拌混合度　　：攪拌混合回数又は、掘進・引上げ速度

仕事量又は、掘進速度・トルク値

施工管理装置又は、速度計で計測し記録する。

施工管理装置又は、速度計（又は、トルク計）で計測し記録する。

9. 品質検査

(2)検査対象群、検査対象層及び調査ヶ所数

試験方法：一軸圧縮試験

（1）施工の安定性を確保する為、下記に示す項目について、1m区間毎に管理できる施工管理システムを用いて施工管理する。

(1)建築技術審査証明（建築技術）報告書　NSVコラム工法」小規模建築物における品質検査法に準拠する

調査個数：1箇所当り３供試体

採取深度：コラム頭部３箇所、深度コア１箇所

(3)合否の判定

NSVコラム工法特記仕様書

Xi：検査対象層より採取した個々のコアの一軸圧縮強さ（1≦i≦n）　(kN/㎡)

ただし、Xi=0.75・ｑuf7

quf7:モールドコア強度(7日強度)　(kN/㎡)

n：コアの抜取個数

XL：合格判定値（=Fc）　(kN/㎡)　

Fc：設計基準強度(kN/㎡)

(2)　改良天端に施す地業の方法については監理者の指示による。

 本工事は、本特記仕様書によるほか、「2018年版　建築物のための改良地盤の設計及び品質管理指針」（日本建築センター、以下指針と言う）による。

(1)本工事における工法は、(一財)日本建築センターによる技術審査証明取得工法とする。
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№ 
木躯体工事

標準仕様書－１

JAS材

JAS材

杉KD材 JAS材

JAS材

製作年月日

建築意匠

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
№ 

木躯体工事

標準仕様書－１
Ｓ-06

　　　アンカーボルト

Ⅷ－４．
　　　ホールダウン専用

Ⅷ－３．
　　　　アンカーボルト

Ⅷ－２．
　　　鉄筋材料及び加工

Ⅷ．基礎 Ⅷ－１．一般事項

３）上記以外の部分においては、間隔１．８ｍ以内の位置に埋設する。

２）土台の切れ箇所、土台の継手及び仕口箇所の土台端部

１）構造耐力壁の部分は、その両端の柱心から１５０ｍｍ内外の位置に埋設する。

３）ベタ基礎

２）腰壁と一体となった布基礎

１）布基礎

４．ホールダウン専用アンカーボルトの埋設方法は、取り付く柱の位置に専用冶具を用い正確に埋め込むこと。

３．ホールダウン専用アンカーボルトのコンクリートへの定着長さは３６０ｍｍ以上とする。

２．ホールダウン専用アンカーボルトの埋設位置は設計図書の特記による。

１．ホールダウン専用アンカーボルト及び座金は、Ｚマーク表示金物のＭ１６アンカーボルト、座金とする。

　　に固定しコンクリートの打込みを行うものとする。

４．アンカーボルトの保持及び埋込み工法は、特記が無ければアンカーボルトを鉄筋等を用いて組み立て、適切な補助材で型枠

　　ネジ山が３山以上出るようにする。

３．アンカーボルトのコンクリートへの定着長さは２４０ｍｍ以上とし、ボルトネジ部の先端は、土台の上端においてナットの外に

２．アンカーボルトの埋設位置は、次による。

１．アンカーボルト及び座金は、Ｚマーク表示金物のＭ１２アンカーボルト、座金とする。

５．鉄筋の最小かぶり厚さは、基礎の立上り部分においては５０ｍｍ以上、底盤においては７０ｍｍ以上とする。

４．有害な曲がり、ひび割れ、ささくれ等の損傷のある鉄筋を使用してはならない。

３．鉄筋の継手は、Ｄ１６以下では重ね継手、Ｄ１９以上はガス圧接継手とする。

２．鉄筋は、設計図書に指定された寸法及び形状に合わせ、常温で正しく加工する。

１．鉄筋は、ＪＩＳＧ３１１２又はＪＩＳＧ３１１７のＪＩＳマーク表示品とし、その種類及び径は特記による。

７．基礎の寸法及び配筋は特記による。

６．立上り部分の巾は、１５０ｍｍ以上でかつ土台幅より大きくする。

５．立上り部分の高さは、地盤面より４００ｍｍ以上高くする。

４．基礎の深さは、設計地耐力の地盤まで掘り下げるとともに、建設地域の凍結深度より深くする。

３．構造体は、一体の鉄筋コンクリート造とする。

２．基礎の構造は、次のいずれかとする。

１．基礎は、１階の外周部及び内部耐力壁の直下に設ける。

Ⅶ－６．火打ちばり

Ⅶ－５．床ばり

Ⅶ－４．根太

Ⅶ－３．根太掛け

Ⅶ－２．床づか

Ⅶ－１．大引Ⅶ．床組

３）受材が横架材の場合は、渡りあご掛けとする。

２）Ｔ字取合いは、大入れあり掛けとし、羽子板ボルト締めとする。

１）柱との仕口は、かたぎ大入れ短ほぞ差しとし、羽子板ボルト締め又は箱金物ボルト締めとする。

３）はりせいが１２０ｍｍ程度のものは、大材を受材より１５０ｍｍ内外持出し上端をそろえ、腰掛けかま継ぎ又は

２）受材より１５０ｍｍ内外持出し、追掛け大せん継ぎとする。

１）受材上で大材を下にして台持ち継ぎとしてＭ１２六角ボルト２本締めとする。

１．火打ちばりは前項　Ⅵ．小屋組　Ⅵ－６．火打ちばりに準ずる。

４．継手及び仕口に既製品の金物を使用する場合は、金物メーカーの仕様による。

３．仕口は、次のいずれかによる。

　　腰掛けあり継ぎとし、短ざく金物両面当てＭ１２六角ボルト締め釘打ちとする。

２．継手は、次のいずれかによる。

１．断面寸法は、荷重の状態、スパン、はり間隔等を勘案して適切なものとし、特記による。

　　大入れ渡りあご掛けとし、Ｎ７５釘２本斜め打ちとする。

４．はり又は大引との仕口は、掛渡しとしＮ７５釘２本斜め打ちとする。ただし、根太のせいが９０ｍｍ以上の場合は

３．継手は、受材心で突付け継ぎとしＮ９０釘打ちとする。

２．根太間隔は、畳床の場合は４５０ｍｍ内外とし、その他の場合は３００ｍｍ内外とする。

　　ただし下地大引間隔は１，８００ｍｍを最大とする。

１．断面寸法は、４５ｍｍ×６０ｍｍ以上とする。ただし下地大引間隔が９００ｍｍを超えるときは４５ｍｍ×１０５ｍｍ以上とする。

３．留めつけは、柱・間柱当たりにＮ７５釘２本を平打ちする。

２．継ぎ手は、柱心で突付け継ぎとしＮ７５釘２本を平打ちとする。

１．断面寸法は、２４ｍｍ×９０ｍｍ以上とする。

４．鋼製床づかを使用する場合は、金物メーカーの仕様による。

　　措置を講ずること。

３．下部は、つか石・土間コンクリートに突付けとし、根がらみを添えつけ釘打ちとする。又床づかが浮き上がらないような

２．大引との仕口は、突付けとしＮ７５釘を斜め打ちのうえ、ひら金物を当て釘打ち又はかすがい打ちとする。

１．断面寸法は、９０ｍｍ×９０ｍｍ以上とする。

３．土台との仕口は、大入れあり掛け、腰掛け又は乗せ掛けとし、いづれもＮ７５釘２本斜め打ちとする。

２．継手は、床づか心から１５０ｍｍ程度持ち出し、相欠き継ぎのうえＮ７５釘２本打ちとするか、腰掛あり継ぎとする。

１．断面寸法は、１０５ｍｍ×１０５ｍｍ以上とする。

Ⅵ－６．火打ちばり

Ⅵ－５．たる木

　　　　　振れ止め

Ⅵ－４．雲筋かい・

２）横架材との仕口は、かたぎ大入れとし、Ｍ１２六角ボルト引きとする。

１）断面寸法は、９０ｍｍ×９０ｍｍ以上とする。

２．鋼製の火打ちばりとする場合は、金物メーカーの仕様による。

１．木材の火打ちばりとする場合は、次による。

４．軒先部の留めつけは、けたにひねり金物、・折り曲げ金物又はくら金物を当て釘打ちとする。

　　Ｎ９０釘を脳天打ちとすることができる。

３．軒先以外の留めつけは、受け材当たりＮ７５釘で両面から斜め打ちとする。ただし、たる木のせいが４５ｍｍ以下の場合は

２．継手は、乱に配置し、母屋上端でそぎ継ぎとし、Ｎ７５釘２本打ちとする。

１．断面寸法は、荷重の状態、軒の出等を勘案し適切なものとして特記による。

２．留めつけは、つかに添えつけ、Ｎ５０釘２本を平打ちとする。

１．断面寸法は、１５ｍｍ×９０ｍｍ以上とする。

４）Ｔ字部の仕口は、大入れあり掛けとし、上部よりかすがい打ちとする。

３）継手は、つかの位置を避け、つかより持ち出して、腰掛かま継ぎ又は腰掛あり継ぎとし、Ｎ７５釘２本打ちとする。

２）むな木の断面寸法は、母屋の断面寸法以上とし、たる木当たりの欠き込み等を考慮して、特記する。

　　ただし多雪地域においては特記による。

１）母屋の断面寸法は、１０５ｍｍ×１０５ｍｍ以上とし、たる木当たりの欠き込み等がある場合は正味断面として確保する。

Ⅵ－３．むな木・母屋

Ⅵ－２．小屋づか

３．末口１３５ｍｍ未満の丸太の継手は、受け材上でやりちがいとし、Ｍ１２六角ボルト２本締めとする。受材当たりは渡りあごとし

１．断面寸法は、次による。

２．端部仕口は、短ほぞ差しとし、かすがい両面打ち又はひら金物当て釘打ちとする。

１．断面寸法は、１０５ｍｍ×１０５ｍｍ以上とする。ただし多雪地域においては特記による。

４．軒げた又は敷げたとの仕口は、かぶとあり掛け又は渡りあごとし、いずれもＭ１２羽子板ボルト締めとする。

　　手違いかすがい打ちとする。

　　Ｍ１２六角ボルト２本締めとする。受材当たりは渡りあごとし、手違いかすがい打ちとする。

２．末口１３５ｍｍ以上の丸太の継手は、受け材上で台持ち継ぎとし、下木にだぼ２本を植込みかすがい両面打ちとするか又は

１．断面寸法は、荷重の状態、スパン及びはり間隔等を勘案して適切なものとし特記による。Ⅵ．小屋組 Ⅵ－１．小屋ばり

２）受け材は、柱及びはり・けた・土台又はその他の横架材に、Ｎ９０釘で３００ｍｍ以下の間隔で平打ちする。

１）受け材の断面寸法は、４０ｍｍ×６０ｍｍ以上とする。

４）構造用面材は原則として縦張りとする。

３）柱・梁以外の場所でやむをえず構造用面材を継ぐ場合は、間柱及び胴差等の断面は４５ｍｍ×６５ｍｍ以上とする。

　　６ｍｍ以上の隙間を設ける。

２）建物の２層にわたり上下同位置に構造用面材壁を設ける場合は、胴差し部において構造用面材相互間に原則として

１）構造用面材は、柱・間柱及び土台・はり・けた・その他の横架材に確実に釘で留め付ける。

８）ラスシートはＪＩＳＡ５５２４に適合するもので、種類はＬＳ４とする。

　　厚さは１２ｍｍ以上とする。

７）シージングボードはＪＩＳＡ５９０５に適合するもので、種類はシージングインシュレーションボードとし

６）せっこうボードはＪＩＳＡ６９０１に適合するもので、厚さは１２ｍｍ以上とする。

５）硬質木片セメント板はＪＩＳＡ５４１７に適合するもので、厚さは１２ｍｍ以上とする。

　　厚さは５ｍｍ以上とする。

４）ハードボードは、ＪＩＳＡ５９０５に適合するもので、曲げ強さの種類は３５タイプ又は４５タイプとし

３）構造パネルは、ＪＡＳに適合するものとする。

　　厚さは１２ｍｍ以上とする。

２）パーティクルボードはＪＩＳＡ５９０８に適合するもので、種類は曲げ強さの区分が８タイプ以外のものとし

１）構造用合板はＪＡＳに適合するもので、接着の程度は特類とし、厚さは９．０ｍｍ以上とする。

Ⅴ－３．面材耐力壁

Ⅴ－２．木ずり

・　断面寸法が９０ｍｍ×９０ｍｍ以上の木材を使用する。

４）壁倍率３．０

・　断面寸法が４５ｍｍ×９０ｍｍ以上の木材を使用する。

３）壁倍率２．０

・　断面寸法が３０ｍｍ×９０ｍｍ以上の木材を使用する。

２）壁倍率１．５

・　径９ｍｍ以上の鉄筋を使用する。

・　断面寸法が１５ｍｍ×９０ｍｍ以上の木材を使用する。

１）壁倍率１．０

４．構造用面材の下地に受け材を用いる場合は、次による。（真壁造の面材耐力壁仕様）

３．面材耐力壁の張り付け方法は、次による。

２．面材耐力壁の張り付け釘種類及び間隔は、国土交通省告示第１５４１号による。

１．面材耐力壁の仕様は、次による。

３．柱・間柱等への留め付けは、板そば２０ｍｍ程度に目透し張りとし、それぞれＮ５０釘２本を平打ちする。

２．継手は、柱・間柱心で突付け、５枚以上毎に乱継ぎとする。

１．断面寸法は、１２ｍｍ×７５ｍｍ以上とする。

３．筋かいが取り付く柱端部の仕口は、国土交通省告示第１４６０号による。

２．筋かい端部の仕口は、国土交通省告示第１４６０号による。

１．筋かいの耐力倍率による仕様は、次による。Ⅴ－１．筋かいⅤ．耐力壁

Ⅳ－６．通し貫

３）Ｍ１２羽子板ボルト締めとする。

２）かね折り金物当てＭ１２六角ボルト締め、スクリュー釘打ちとする。

１）短ざく金物当てＭ１２六角ボルト締め、スクリュー釘打ちとする。

Ⅳ－５．横架材

Ⅳ－４．間柱

２）通し柱の断面寸法は、１０５ｍｍ×１０５ｍｍ以上とする。

１）管柱の断面寸法は、１０５ｍｍ×１０５ｍｍ以上とする。ただし多雪区域においては特記による。

１．断面寸法は、柱と同寸以上とし１０５ｍｍ×１０５ｍｍを標準とする。ただし多雪地域においては特記による。

２．継手は、柱及び床下換気口の位置を避け、腰掛けあり継ぎ又は腰掛けかま継ぎとする。

３．仕口は次による。

１）隅部取合部は、大入れこねほぞ差し割りくさび締め又は片あり掛けとする。

２）Ｔ字取合部及び十字取合部は、大入れあり掛けとする。

４．金物による継手・仕口は、金物メーカーの仕様による。

Ⅳ－１．土台Ⅳ．軸組

Ⅳ－３．柱 １．柱の断面寸法は、次による。

２）見つけ平使いとし、土台との仕口は、かたぎ大入れとし、Ｎ９０釘２本平打ちとする。

１）断面寸法は、４５ｍｍ×９０ｍｍ以上とする。

Ⅳ－２．火打土台

１．柱に差し通し、両面からクサビ締め釘打ちとする。

４．金物による継手又は仕口は、金物メーカーの仕様による。

３．通し柱との仕口は、かたぎ大入れ短ほぞ差しとし、金物の補強は次のいづれかによる。

２．継手は、はり及び筋かいを受ける柱間を避け、柱より持ち出し、追掛け大せん継ぎ又は腰掛かま継ぎとする。

１．断面寸法は、荷重の状態及びスパンを勘案して適切なものとして特記する。

３．通し貫当たりは、添え付けて、Ｎ６５釘２本を平打ちする。

２．筋かい当たりは、間柱を切り欠きＮ７５釘２本を平打ちする。

１．横架材との仕口は、大入れとし、Ｎ７５釘２本を斜め打ちする。

３．筋かい及び面材耐力壁が取り付く柱の端部と土台及び横架材の仕口は、国土交通省告示第１４６０号による。

２．柱端部と土台及び横架材の仕口は、国土交通省告示第１４６０号による。

２．鋼製火打とする場合は、金物メーカーの仕様による。

１．木材の火打土台とする場合は、次による。

Ⅰ－２．木材の樹種

Ⅰ－１．木材の品質Ⅰ．材料

１．構造材の樹種は下表による。

１．構造用製材及び構造用集成材は、日本農林規格（ＪＡＳ）に適合するものとする。

部　　位

土　台

備　　　考等　級　・　強　度樹　　　　種場所

２．現場での加工・切断・穿孔箇所等は、Ⅲ－３－２に準じて、塗布あるいは吹きつけ処理をおこなう。

４）（社）日本木材保存協会認定の加圧注入用木材防腐剤を用いてＪＩＳＡ９００２による加圧式防腐処理をおこなった木材とする。

３）ＪＩＳＫ１５７０に定める加圧注入用防腐剤を用いて、ＪＩＳＡ９００２による加圧式防腐処理をおこなった木材とする。

Ⅲ－４．薬剤による

　　　　工場処理 １）製材のＪＡＳの保存処理（Ｋ１を除く）の規格に適合するものとする。

２）ＪＩＳＡ９１０８（土台用加圧式防腐処理木材）の規格に適合するものとする。

３）木材の木口・仕口・継手の接合箇所、亀裂部分、コンクリート及び石などに接する部分は特に入念な処理を行う。

１．工場処理による防腐・防蟻処理材は、次による。

２）処理にむらが生じないように、上記１）の範囲内での量で、２回以上処理すること。

１）塗布、吹付、浸漬に使用する薬剤の量は、木材及び合板の表面積１㎡につき３００ｍｌを標準とする。

２．薬剤を使用する場合の木材処理方法は、次による。

３）土壌の防蟻措置に使用する薬剤の品質は、（社）日本しろあり対策協会又は（社）日本木材保存協会認定の土壌処理剤とする。

２）木材の防蟻措置に使用する薬剤の品質は、（社）日本しろあり対策協会又は（社）日本木材保存協会認定の防蟻剤とする。

１）木部の防腐処理に使用する薬剤の品質は、ＪＩＳＫ１５７０（木材防腐剤）に適合するクレオソート油の規格品とする。

１．薬剤の品質は、次による。

　　　　現場処理

Ⅲ－３．薬剤による

２．防蟻のための土壌処理をおこなう場合は特記による。

２）浴室（浴室ユニットを除く）にあっては、軸組・天井・床組部材で下地材も含むものとする。

３）台所及び洗面所等の水掛かりのおそれのある箇所の軸組・天井・床組部材で下地材も含むものとする。

　　部分を除く。又それぞれの接合部の木口、ほぞ及びほぞ孔を含む。

１）土台、外壁部の柱・間柱、筋かい及び下地材のうち、地盤面から１ｍ以内の部分。ただし柱にあっては、室内の見えがかり

１．防腐・防蟻措置を講ずる木部は次による。Ⅲ－２．防腐・防蟻措置

　　　　を講ずる部分

Ⅲ－１．適用Ⅲ．防腐・防蟻処理

１．工事中に汚染や損傷などの恐れのある場合は、紙張り・板当て等適当な方法により養生する。Ⅱ－３．養生

　　防腐・防蟻処理をおこなうこととする。

１．防腐・防蟻措置は、ひのき・ひば等の耐腐朽性及び耐蟻性の大きな樹種の心材若しくは芯持材を用いるか、又は薬剤による

４．継手及び仕口を明示していない場合は、一般慣用の工法による。

　　２ｍ内外とする。

３．土台・けた等で継ぎ伸ばしの都合上、やむを得ず短材を使用する場合の長さは、土台にあっては１ｍ内外、その他の材にあっては

２．見えがかりは、すべてカンナ削り仕上げとする。

１．丸太はすべて、皮はぎ材とする。

１．木材の断面を表示する寸法で、製材品はひき立寸法、その他の材料にあっては仕上がり寸法とする。

Ⅱ－１．指定寸法

Ⅱ－２．仕上げ

Ⅱ．指定寸法

・仕上げ・養生

２）（財）日本住宅・木材技術センター「枠組壁工法用金物規格（Ｃマーク表示金物）」による。

３）（株）タツミ　クレテック金物工法による。

１）（財）日本住宅・木材技術センター「接合金物規格（Ｚマーク表示金物）」による。

２．特記なき場合、接合金物は下記による。

１．接合金物の材質は、日本工業規格（ＪＩＳ）に適合するものとする。Ⅰ－４．接合金物等

Ⅰ－３．木材の含水率 １．構造材及び下張材の工事現場搬入時の含水率は２０％以下とする。

米つが 防腐剤注入処理剤JAS材

組

軸 管　柱

け　　た

は　　り

その他

筋かい

ＪＩＳ　Ａ　５５２４ラスシート

ＪＩＳ　Ａ　５９０５シージングボード
類

ＪＩＳ　Ａ　６９０１せっこうボード
ド

ＪＩＳ　Ａ　５４０４硬質木毛セメント板

－

ＪＩＳ　Ａ　５９０５ハードボード
ボ

ＪＩＳ　Ａ　５９０８パーティクルボード
種

構造用合板
各

耐水合板

普通合板

その他
組

タル木

母　　屋屋

小

その他

火打ばり組

根　　太

大　　引床

針葉樹合板 特類・２級 ＪＡＳ規格品

は　　り

木躯体工事　標準仕様書－１

杉KD材

米松KD材

杉KD材

　束 米松KD材

米松KD材

ﾎﾟｰﾁ柱

役物材

杉・米松KD材

杉KD材

杉KD材

米松KD材

米松KD・米松集成材

杉KD材

杉・米松KD材
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Ｓ-07

第１４６０号

国土交通省告示 ・　表三－ホ

・　表三－へ

・　表三－ヌ

・　表三－リ（２５ＫＮ用）

・　表三－チ（２０ＫＮ用）

・　表三－ト（１５ＫＮ用）
以上の木材

・　１号－ニ

４．５×９．０ｃｍ

国土交通省告示

第１４６０号 ・　１号－イ

９ｍｍ以上の鉄筋

・　１号－ロ

１．５×９．０ｃｍ

以上の木材

３．０×９．０ｃｍ

・　１号－ハ

以上の木材

９．０×９．０ｃｍ

・　１号－ホ

以上の木材

・　表三－ニ

柱と横架材との仕口

・　表三－ハ

・　表三－ロ

第１４６０号

国土交通省告示 柱と横架材との仕口

・　表三－イ

胴差

柱

①羽子板ボルトを使用する場合

基礎

土台

軒桁

柱

柱

スクリュー釘（ＺＳ５０）有り

※使用する金物の長さに注意

土台

基礎

柱

胴差

①ホールダウン・引き寄せ金物（１０ＫＮ用）を使用する場合

柱

※ホールダウン・引き寄せ金物は製造メーカーの仕様を確認して使用すること。

①ホールダウン・引き寄せ金物（２ヶ所－１５ＫＮ）を使用する場合

柱

基礎

土台

※ホールダウン・引き寄せ金物は製造メーカーの仕様を確認して使用すること。

柱

胴差

胴差

柱

※ホールダウン・引き寄せ金物は製造メーカーの仕様を確認して使用すること。

①ホールダウン・引き寄せ金物を使用する場合

土台

基礎

柱

②ＢＯＸ金物を使用する場合

軒桁

柱柱

軒桁

①ＢＰ－２プレートを使用する場合

柱 柱

②仕口プレートを使用する場合

①釘を平打ちする場合

軒桁

柱

軒桁 軒桁

軒桁

柱

①ＢＰプレートを使用する場合

柱

軒桁

②ＢＯＸ金物を使用する場合

①Ｍ１２ボルトを使用する場合

柱

軒桁

※使用する金物の長さに注意

スクリュー釘（ＺＳ５０）無し

胴差

柱

①羽子板ボルトを使用する場合

基礎

土台

軒桁

柱

柱

②山形プレート（ＶＰ）金物を使用する場合①ＣＰ－Ｔ金物を使用する場合

柱柱

柱柱

基礎

土台

軒桁軒桁

土台

基礎

柱柱

柱柱

基礎

土台

軒桁軒桁

土台

基礎

①短ほぞ差し込み栓打ちの場合 ②ＣＰ－Ｌ金物を使用する場合

基礎

土台

軒桁 軒桁

土台

基礎

柱 柱

柱 柱

②かすがいを使用する場合

ＣＮ９０釘　８本打ち

150以内 150以内

150以内 150以内

150以内

ＣＰ－Ｔ金物

150以内

ＶＰ金物

羽子板ボルト：Ｍ１２
（ＳＢ・Ｆ，Ｅ）

アンカーボルト：Ｍ１２

150以内
短ざく金物座堀必要

※柱と土台を組立て

８
５

以
上

アンカーボルト：Ｍ１２

150以内

羽子板ボルト：Ｍ１２
（ＳＢ・Ｆ，Ｅ）

座堀必要

羽子板ボルト締付け後建てること。
※柱と土台を組立て

短ざく金物

８
５

以
上

アンカーボルト：Ｍ１２

150以内

ホールダウン・引き寄せ金物

３
０

以
上

ボルト：Ｍ１６

座付きボルト：Ｍ１６
※アンカーボルト：Ｍ１６でも可

アンカーボルト：Ｍ１６

３
０

以
上

ホールダウン・引き寄せ金物

ボルト：Ｍ１６

３
０

以
上

アンカーボルト：Ｍ１６

ホールダウン・引き寄せ金物

ボルト：Ｍ１６

①勾配座金を使用する場合

勾配座金

柱、横架材共　ＣＮ６５釘５本平打ち

プレート：ｔ＝３．２ボルト：Ｍ１２

角根平頭ボルト　Ｍ１２

角根平頭ボルト　Ｍ１２

Ｍ１２ボルト締め

アンカーボルト：Ｍ１２ アンカーボルト：Ｍ１２

短ほぞ差し

込み栓：１５角 ＣＰ－Ｌ金物

アンカーボルト：Ｍ１２ アンカーボルト：Ｍ１２

アンカーボルト：Ｍ１２ アンカーボルト：Ｍ１２

羽子板ボルト締付け後建てること。

スクリュー釘（ＺＳ５０）無し

②短ざく金物を使用する場合
（※２、３階胴差仕口ノミ使用可）

スクリュー釘（ＺＳ５０）有り

②短ざく金物を使用する場合
（※２、３階胴差仕口ノミ使用可）

壁筋かい端部仕口例

木躯体工事　標準仕様書－２

①短ほぞ差し込み栓打ちの場合

込み栓：１５角



建築構造

製作年月日
№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-08

（駐在所）

1:50（A1）

1:100(A3）

コラム配置図

1 2 3 4 5

7 8 9 10 11

12 13 14
15

16 17 18 19 20 21 22

23 24 25 26 27

28 29 30 31 32

33 34 35 36 37

38

39 40 41 42 43 44

45 46 47 48 49

50 51 52 53 54 55

56 57 58
59

10,010

1,820 1,820 2,275 1,365 2,730
1,820 1,820 1,820 1,820 910 1,820

1,820 910 3,640 1,820 1,820
1,820 910 910 1,365 1,365 1,820 1,820

2
,
7
3
0

9
1
0

2
,
7
3
0

2
,
7
3
0

1
,
8
2
0

2
,
2
7
5

1
,
3
6
5

9
1
0

1
,
8
2
0

1
,
8
2
0

9
1
0

9
1
0

9
1
0

9
1
0

9
1
0

1
,
8
2
0

9
1
0

1
3
,
1
9
5

9
1
0

1
,
8
2
0

9
1
0

1
,
8
2
0

1
,
8
2
0

1
,
8
2
0

2
,
7
3
0

1
,
3
6
5

1
,
3
6
5

9
1
0

1
,
8
2
0

1
,
8
2
0

9
1
0

9
1
0

1
,
8
2
0

9
1
0

1
,
8
2
0

9
1
0

6

①GL-3.25m

②GL-2.75m

③GL-3.75m

④GL-2.75m

⑤GL-2.75m

施工深度目安
GL-2.75～3.25m×43本

施工深度目安
GL-3.75m×16本

駐在所　杭配置図　　　S=1：50

指示 読み

BM

GL

内

外

深

シングル・ダブル

改良深度

改 良 長

本  数

総改良長

φ改良体直径

GL-

mm

m

本

m

W/C

配合量

固化材種

m

外周入れ

設計基準強度

施工ｻｲｸﾙ

羽根切回数

kN/m

kN/m

回

支持形式

設計地耐力

付近支持・摩擦

kg/m

%

mm入れ

No調査データ

検査対象層

ｺｱ採取

先端N値
(土質)

箇所

頭
部

深
部

箇所

箇所 GL-

杭頭部

-

-

m60～80

3

1

1

600

2.75～3.75

59

GS225

300

10.0(砂)

1.25

粘性土

600

50

440

199.75

2

2

3



製作年月日
№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事

建築構造
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建築構造

製作年月日
№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-10№ 

図面番号縮尺図面内容

製作年月日

　　土台用アンカーボルト　Ｍ１２　Ｌ＝４００　土台端部、土台継手、筋かい端部に配置　その他＠２０００ｍｍ以下

　　柱却用アンカーボルト　Ｍ１６　Ｌ＝６００　１０ｋＮ引寄せ用

1 階 床 伏 図　　　　　　　S=1：50

凡　例

　　土　台　１０５×１０５　防腐土台（米つが）　土台下　土台パッキン据付(通気・気密）

　　　材種　杉KD材　　管　柱：特記なき限り１０５×１０５

1 階 床 伏 図
1:  50(A1)
1:100(A1)

　　鋼製束　

　　根　太　４５×６０　材種　杉　KD材　防腐防蟻剤塗布とする

　　大　引　１０５×１０５　材種　米松　KD材　防腐防蟻剤塗布とする

　　床組は構造用合板t28（千鳥張り）張り根太レス工法とする　N75＠150止め

　　※外周廻り部の柱、間柱、壁合板、窓受け材は、設計GL1,000まで全てを防腐防蟻剤を塗布するものとする

YTB-2438L　同等品
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建築構造

製作年月日
№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
№ 

図面番号縮尺図面内容

製作年月日

※仕口は全てホゾ差し通し柱：柱脚又は柱頭金物記号
管柱　：柱脚及び柱頭金物記号

　　柱脚・柱頭金物
柱勝ち管柱：柱脚金物記号

※金物記号は建設省告示１４６０号に準ずる
い

ろ 　　Ｌ型かど金物　同等品　又は　込み栓打込み

い 　　短ほぞ差し、かすがい打　同等

　　柱

　　部材リスト（柱壁）

　　耐力壁

　　い

　　　筋かい　４５ｘ９０　両筋かい　端部金物　ＢＰ-２　材種　米松　KD材

　　　筋かい　４５ｘ９０　片筋かい　端部金物　ＢＰ-２　材種　米松　KD材 筋かい方向

下

上

　壁倍率：4.0

　壁倍率：2.0

　　　材種　杉　KD材
　　　管　柱：特記なき限り１０５×１０５

　　※小屋束端部金物は（い）-かすがい-2本を使用

　　※（へ）による柱脚土台引き金物とする場合は、
　　周囲の土台アンカーボルトの座金は５０角とする。

は

に

へ

と

ち

　　Ｔ型かど金物　同等品　

　　羽子板ボルト引き又は短冊金物　同等品　

　　１０ｋＮ用引寄せ金物　

　　１５ｋＮ用引寄せ金物　（柱脚１５ｋＮ用ＨＤ金物）

　　２０ｋＮ用引寄せ金物　（柱脚２０ｋＮ用ＨＤ金物）

ほ

　　　構造用合板　ｔ９.０

　壁倍率：2.5

※（へ）による柱脚土台引き金物とする場合は、

　周囲の土台アンカーボルトの座金は５０角とする。

　強度の高い方に合わせること
※へ～か金物において梁の上下で引き合う場合は

1: 50(A1)
1:100(A3)

柱　伏　図 S-11

ぬ 　　１５ｋＮ+１５ｋＮ用引寄せ金物　（柱脚１５ｋＮ用ＨＤ金物）

 柱　 伏　 図　　　　　　　S=1：50

　　１０ｋＮ用引寄せ金物　
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製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事

小 屋 伏 図　　　　　　　S=1：50

S-12

凡　例

　　１階柱材、105x105、材種　杉KD材

　　桁・梁材、梁幅105、材種　米松KD材　梁成240以上L5000以上または梁成300以上　米松集成　伏図の梁上の数値は梁背を示す

　　火打ち金物　HB 990

　　小屋束、105x105、材種　米松KD材

    梁受け金物

　　米松集成を使用す梁材はE-135-F375を使用する

小 屋 伏 図
1:  50(A1)
1:100(A3)

4
.0

4.0

4.0

4
.0

90 90

90

90

90

210 210 210

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

150270

3
3
0

150

1
5
0

1
5
0

150150

150

1
5
0

150

1
5
0

1
5
0

150

150

1
5
0

150

1
5
0

150

180

150

150 150

300

300

1
5
0

1
5
0

1
5
0

270

270

2
1
0

2
1
0

150

1
5
0

150150

2
1
0

2
1
0

2
1
0

150

210

210

240 240

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

1
5
0

Y１

Y４

Y７

Y８

Y10

Y11

Y13

Y２

Y５

Y６

Y14

Y１

Y４

Y７

Y８

Y10

Y11

Y13

Y２

Y５

Y６

Y14

Y9Y9

1
3
,1

9
5

2
,0

9
5

2
,0

0
0

2
,7

3
0

2
,7

3
0

9
1
0

2
,7

3
0

1
3
,1

9
5

1
,3

6
5

2
,7

3
0

9
1
0

9
1
0

1
,8

2
0

9
1
0

1
,8

2
0

1
,8

2
0

9
1
0

9
1
0

10,010

X１ X９ X10 X14X11 X13X３ X４ X６ X12X２ X８

1,820 4,550 3,640

8,1901,820

5,460 1,820 910

X１ X９ X10 X14X11 X13X３ X４ X６ X12X２ X８



製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-131: 50（A1）

1:100（A3）母 屋 伏 図（１）

母　屋　伏　図　　　　　　　S=1：50

凡　例

　　小屋束：105x105、材種　米松KD材

　　母屋：105x105、材種　米松KD材

　　垂木：45x75、材種　杉KD材

※小屋束端部金物は（い）-かすがい-2本を使用

※垂木の軒先部は軒桁にひねり金物で止めとする

　　野地板　：ｔ=12　釘Ｎ50
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　　棟木：105x105、材種　米松KD材

　　隅木：105x105、材種　米松KD材

　　谷木：105x105、材種　米松KD材



製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
S-141: 50（A1）

1:100（A3）母 屋 伏 図（２）

母　屋　伏　図　　　　　　　S=1：50

凡　例
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　　小屋束：105x105、材種　米松KD材

　　母屋：105x105、材種　米松KD材

　　垂木：45x75、材種　杉KD材

※小屋束端部金物は（い）-かすがい-2本を使用

※垂木の軒先部は軒桁にひねり金物で止めとする

　　野地板　：ｔ=12　釘Ｎ50

　　棟木：105x105、材種　米松KD材

　　隅木：105x105、材種　米松KD材

　　谷木：105x105、材種　米松KD材



製作年月日

建築構造

№ 

図面番号縮尺図面内容

設計図

　　奥州警察署衣川駐在所庁舎新築工事
X通り軸組図（１）

1: 50(A1)

1:100(A3)
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